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In recent years, the globalization of higher education has been promoted.  A number of 
international students and inter-university linkages within the East Asian region have 
been increasing and growing, through developing unique international education 
programs.  East Asian nations and universities have been building multilayered 
frameworks for cooperation in higher education.  The direction for these trends aims to 
forge the East Asian regional identity, and to put on creating “an East Asian Community” 
in perspective.
The progress of cooperation in higher education in the East Asia is based on an 
assumption to restrain the conflict or promote the harmonization between nations, and in 
the end, contribute to building the regional order in the East Asia.  The purpose of this 
paper is to explore how we are able to draw the design of various frameworks for 
cooperation in higher education in the current situation.  Therefore, this paper attempts to 
analyze the relationship between the globalization of higher education and recent move of 
governments and higher educational institutions from the perspectives of building 
“International Regimes” .
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はじめに
2000 年代に入って注目された「東アジア共同体」をめぐっては、EUによる制度的な地域統
合とは異なり、特定の分野や課題ごとに地域協力ネットワークを重層的に形成し漸進的な地域
統合を目指す、いわゆる機能主義的な地域統合プロセスが議論されてきた（大庭 2008:460-
461）。すなわち、①各種機能的協力の促進、②地球的規模の制度的取り決め、③共同体意識、
というプロセスである（森川 2006:108）。それは貿易や直接投資など主として経済的な域内の
相互依存関係が深化する中で、ASEAN +3、および東アジアサミット（EAS）においても確認
されている。実際に ASEAN +3 の首脳会議の下には、チェンマイ・イニシアティブやアジア
債券市場イニシアティブといった金融協力を始めとして、食糧安全保障、エネルギー開発、気
候変動、防災、テロ対策など現在 20 ほどの協力分野や特定課題が協議されている。
そして、近年、高等教育も協力分野としてとりあげられている。東アジア経済の一体化の進
展とともに、東アジア各国および域外との人材獲得をめぐる競争と高等教育協力への取り組み
や制度が構築されるようになった。域内の留学生交流が増大し、大学間交流の拡大や様々な教
育プログラムが開発されている。このような高等教育協力の蓄積が国家間の協調を促し、東ア
ジアの国際秩序形成に貢献することが期待されている。
本稿の関心は、現状における東アジア地域の高等教育協力の構図を国際関係の視点から描く
ことにある。具体的には東アジア地域における高等教育のグローバリゼーションとそれに対す
る国家および高等教育機関の動向を、「国際レジーム（International Regimes）」形成という
観点から分析を試みる。東アジア地域で形成されている高等教育協力の枠組みが「国際レジー
ム」としてみなすことができる、あるいは将来的な「国際レジーム」の形成に向けた動きであ
るとするならば、「東アジア共同体」の可能性や議論にも貢献することが可能となろう。
構成としては、以下のようになる。第 1に国際レジームの定義と分析枠組みを提示する。第
2は国際的な高等教育の自由化・市場化を促進する動きと、その対抗軸としての教育の質保証・
評価のネットワーク形成を明らかにする。第 3は、第 2の国際的な動向に対する東アジア地域
の対応（高等教育協力枠組みの形成）を整理する。その上で、第 4として東アジア地域におけ
る高等教育レジーム形成の現状をはかることとしたい。
1．国際レジーム論と高等教育
1-1　国際レジームの定義
基本的に無政府状態（アナーキー）にある国際関係では、各国の政治的経済的な相互依存が
深まるなかで、国連や IMFといった明確な組織体や法を備える国際組織以外にも、暗黙的・
明示的なルールや了解事項が張り巡らされることによって国益をめぐる対立が抑制されている
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（大矢根 2006:60-61）。そのような国際協調を生み出すメカニズムとして「国際レジーム」論が
ある。クラズナーは国際レジームを「国際関係の特定分野における明示的、暗示的な原理、規範、
ルール、意思決定手続きのセットであり、それを中心としてアクターの期待が収斂していくも
の」と定義して国際レジーム論者の議論を統合した（Krasner1983:2、山本 2008:34-35）。そして、
国際レジームの成立によって国際協調の可能性が拡がり、逆にその衰退が国際関係の不安定を
招くものと認識されることで、特定の分野におけるレジームの成立条件や形成過程、変動要因
や衰退要因、レジーム間の調整、行為主体の多様化など、多くの議論が登場することになった
（大矢根 2006:61）。
それでは国際レジームの形成はどのようになされるのか。山本によれば、レジームが形成さ
れるのは、対立が緩和した場合、経済的な相互依存が高まったり、ある国に起きたことが他の
国に影響を与える外部性が高くなった場合が考えられる（山本 2006:374）。レジームの形成・
維持・変容、および行為者の行為に影響を与える要因としては、力・利益・規範の相互作用と
している（山本 2006:59-60）。この場合の力とは、行為主体間の力関係がレジームを形成する
ものであり、軍事力、経済力、相手の行動に対する影響力の側面がある。利益の要因とは利益
の構造がレジーム形成の原因となり、利害の計算が行為者の行動に影響を与える。最後の規範
は、非物質的な信条体系（価値、規範、アイデア、イデオロギー、科学的知識）がレジームの
形成や行為者の行動に影響を与える役割を果たすものである。実際にはこの 3つの要因が相互
に作用することが多い。形成されたレジームは、力を制約したり、規範を促進したり、また規
範に沿った利益を形成する（山本 2006:63）。
ただし、レジームは特定分野に一つだけ存在するとは限らない。相互依存関係が深まるなか
で、様々なレジームが存在し、その間の相互作用が発生する、いわゆる「レジーム・コンプレッ
クス」の状況である。その相互作用には、相互補完的なものもあり、相互に背反するものもあ
る（山本 2006:375）。
1-2　分析枠組み～高等教育と国際レジーム
基本的に教育分野は、学位や質の保証に関しては各国の政府が最終的な権限の主体となって
いる（米澤 2008:214）。また、国民統合や民族のアイデンティティを形成する役割をも負うだ
けに、国家にとって教育（制度）は内政の一分野であり、独自性が高い。しかし、国際社会に
おいて、自由化・市場化が拡大する中で後にみるように教育分野も国境を越えた展開がみられ
利益の源泉となっている。また、国際的に進展しているリージョナリゼーション（地域化）や
地域統合にはアイデンティティや価値の共有といった信条体系の形成を必要とするが、教育は
その形成に大きな役割を果たす。そのため、国家間による教育の調整、国際機関の関与、大学
間の連携協力、留学生の増加、教学の国際通用性などにおいて、規範やルールの設定をめぐる
政策の収斂が現れつつある（杉山 2009：39）。既述のとおり、レジームの形成は経済的な相互
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依存が高まる、あるいは国家間で互いに影響しあう外部性が高くなる中で形成される（山本
2006:374）。そのため、従来は貿易、環境、人権などの分野で多くの考察がなされてきた「国
際レジーム論」からのアプローチが教育分野においても適用可能であろう。本稿では、「国際
レジーム」を先にあげたクラズナーによる定義を用いる。
高等教育分野の国際レジームという観点からみた場合、主たるアクターは 3者から構成され
る。すなわち、国家、大学、および国家と大学の共同機関である。共同機関とは、各国の質保
証機関や任意団体であるアジア太平洋大学交流機構（UMAP）など、大学間ネットワークや非
営利団体でありながら国家が参加、または関与する機関をさす。
その 3者によって構成されるレジームは、以下である。第 1は国家間レジームであり、各国
政府（教育省など）や政府が参加する国際機関・機構、協議体などが形成するレジームをさす。
第 2は大学間レジームであり、各大学および大学間の自主的なネットワークやコンソーシアム、
学協会などによって形成されたものを意味する。第 3は共同機関によるレジームである。質保
証・評価機関などの共同機関によって形成されるレジームである。そして、第 4として各レジー
ムが融合する「混種」型のレジーム形成も考えられる。図 1は各レジームの関係性を示したも
のであり、レジーム・コンプレックスの構造となっている（山本 2008:359-360）。すでにみた
ように特定分野における複数のレジーム間では相互作用が発生しており、その関係性について
は相互補完、ないしは相互対立の状態にあることが想定される。
それでは、東アジア地域の高等教育全体を俯瞰した場合、以上のような教育レジームの形成
が認められるであろうか。また、レジーム・コンプレックスの状況にあるとすればそこにはど
のような構図を描くことができるであろうか。次節以降では、これまでの分析枠組みに基づい
て、高等教育のグローバリゼーションと高等教育協力の展開を明確にしていく。
図 1　高等教育分野におけるレジーム・コンプレックス概念図
（山本 2008：349 より筆者作成）
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2．高等教育におけるグローバリゼーションの進展
1990 年代からの冷戦終結と情報技術の進展が経済および政治、文化に大きな影響を与え、グ
ローバリゼーションは国家・国境を越えて世界の「一体化」、世界的に通用する基準や標準化
が進展している（黄 2006:6-7）。新自由主義経済の下で市場経済化、民営化、規制緩和、自由
化が基調となり、アイデア、イデオロギー、ヒト、財、資本、サービス、知識、技術などがボー
ダーレスに行き来する国際社会が形成されてきた（Yang2005:22）。先進国では、市場メカニズ
ムを促進するアプローチの下で国際競争力の強化、規制緩和、民営化、税負担の軽減、労働の
自由化が進められた（Yang2005:30-31）。発展途上国においても、IMFや世界銀行による構造
調整プログラム（Structural Adjustment Program）を通じて、貿易自由化、各種補助金の削減、
公企業の民営化、保健・教育・住居・衛生・運輸・環境分野など公的支出のカットなどが行わ
れてきた（Yang2005:32）。このように、国際競争的な環境のなかで市場化・自由化が促進され、
各国政府の政策はそれらを反映したものとなり、高等教育の分野もその影響を受けることに
なった。
高等教育においては、金子によれば、「政府ないし公共目的（非営利）の有志団体による資
源提供」から「大学自身が市場において教育研究サービスを提供し、その対価として資源を獲
得する形態に移行」することが、いわゆる「高等教育の市場化」（金子 2009:51）である。また、
市場化の目的は「私事化（privatization）」とし、公教育が解体されて私的な消費財としての
性格が強くなり、教育の消費者である親や学生などの意向にそった教育、教育費の負担能力に
応じた教育が市場化によって推進される（塚原 2009:25）。そして、このような高等教育のサー
ビス化・私的消費財の性格が強くなるにつれて、「国民国家の制度的枠内における需要と供給」
という構造から「国民国家の枠を超えた需要と供給」へと移行していく（金子 2009:51）。国家
の枠を超えて市場化された大学は、従来の政府が社会の要求を把握し大学を計画的に設置する
ことが基本的な理念であった段階から、教育研究サービスへの需要がまず存在し、それを大学
が満たすことが求められる段階となった。つまり、高等教育システムへの統制の力は需要の側
に移行し、高等教育システムの形態の決定するのはグローバルな教育市場における競争の力と
なった（金子 2009:53）。同時に、高等教育における国際的な市場は、国境を越えた多様な教育
サービスの提供やネットワーキング、留学生の自由な移動など、国家による統制を受けない無
政府（アナーキー）的な場の出現を意味することとなった（米澤 2005:217-218）。
米国では、1980 年代以降、学生獲得をめぐる競争、営利大学の出現、産学連携の促進による
大学収入の多元化、大学債券市場の成立など市場化が進展し、その趨勢が国際的に影響を与え
ることとなった。米国内の教育市場から国外の教育需要を掘り起こす動きへと展開したのであ
る（金子 2009:54-56）。こうした動きを背景に米国は世界貿易機関（WTO）におけるサービス
貿易に関する一般協定（General Agreement on Trade of Services: GATS）の交渉の場で、高
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等教育サービスの規制撤廃を求めていくことになる。
3．WTO/GATSレジームと高等教育
WTO自体は規範、ルールのセットに関して明確であり体系的な国際レジームとしてみなす
ことができる（山本 2008:188-191）。その枠組みのなかにあって、サービス貿易の自由化交渉
の場となる GATSは 1995 年に発効し、高等教育市場の国際化に関する枠組みとなった（塚原
2008:230）。GATSはサービス貿易における最大の貿易障害である各国の政府規制を軽減し、
国際貿易の拡大を目標とする（米澤・木村 2004:8、Yepes2006:123-124）。GATSは、メンバー
国が共有する事実、因果関係における信条体系として「比較優位説」などを原理とし、貿易自
由化による経済厚生の増大や完全雇用の達成を規範としている（山本 2008:188-189）。そして
行動のルール（原則）として、最恵国待遇の義務、市場アクセスの義務、内国民待遇の義務な
どを規律している（外務省 2010）１）。
2000 年 12 月に米国は高等教育・職業訓練分野等をサービス貿易として市場開放することを
GATSの場で交渉提案をおこなった。2001 年 10 月にはオーストラリアおよびニュージーラン
ドも、高等教育サービスの輸出入にともなう関税撤廃を求める交渉提案を提出した（米澤・木
村 2004:10）。教育がサービス貿易の 4つのモード（第 1モード：国境を越える取引、第 2モー
ド：海外における消費、第 3モード：業務上の拠点を通じてのサービス提供、第 4モード：自
然人の移動によるサービス提供）２）として認められることは、それまで各国別に独立していた
国内市場が貿易によって連結され、世界的な市場が形成され、WTOの場で調整されることを
意味する。すなわち、国内の教育制度における設置認可、認定などの規制の枠組みが、教育サー
ビスの貿易に対する障壁となる可能性が発生する（大森 2008:69）。
現実のWTOにおける自由化や市場開放交渉（ドーハ・ラウンド）は難航しており、国内法・
制度が優先される以上、教育分野が劇的に開放されるわけではない。大森によれば、実際のと
ころ、GATSで提案した米国においても、高等教育サービスの第 1から第 3モードについて制
限なしの自由化を各国に求めたものの、国内の大学団体やアクレディテーション団体から教育
の自由化に対する懸念が表明され、米国自体はこのような自由化を行うつもりがないことを明
らかにしている（大森 2008:77）。しかし、各国に求めた自由化要求は撤回していない。グロー
バルな教育市場は拡大しており、WTOはその象徴としてさらに市場化を推進する方向に作用
している（大森 2008:86-87）。高等教育はWTO/GATSという国際レジームの枠内において、
そのサブ・レジームとして組み込まれたといえよう。
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4．高等教育における質保証・評価の動向
教育が自由化・市場化されることによって、一種の無政府状態が生じたことは同時に学位の
国際通用性や教育の質保証、単位の互換性、「ディグリー・ミル」３）問題など、消費者（学生・
保護者）が被害をうける可能性（米澤 2008:214）を引き起こした。いわゆる「市場の失敗」（黒
田 2010:351）のリスクに対応する国際的な政策調整が必要となった。それが各国における質保
証・評価機関による国際的なネットワークである。
米澤によれば、国際的な質保証を担うアクターを、政府が参加する国際機関レベル、高等教
育の評価や質保証をおこなう機関が主体となってつくる国際ネットワークレベル、大学・高等
教育機関や専門職団体などが自主的にネットワークやコンソーシアムをつくって単位互換や共
同での教育プログラムの提供するレベル、3つに区分する（米澤 2008:215）。
【国際機関レベル】
当初、教育の質保証や評価についてはサービス貿易という観点からWTOの場で議論された。
しかし、教育省庁の関与が難しいため議論の場として相応しくないという提起、そしてWTO
自体の交渉が進展しないこともあり、国家間の主な議論の場が先進国間の経済協力とともに教
育問題にも積極的な役割を果たしてきた OECDとユネスコに移行していった。2003 年には、
各国に高等教育の質保証体制の充実を要請するユネスコ決議が採択され、国際的な課題として
認知された。また、2005 年にはユネスコと OECDによって「国境を超えて提供される高等教
育の質保証に関するガイドライン」が策定され、質の高い教育を提供する枠組みの構築、学生
等の保護のために政府、高等教育機関等が取り組むべき事項を提唱した。高等教育機関に関す
る情報ポータルサイトもユネスコで開設し、情報公開・透明化を進めた。
ただし、ガイドラインは、国際的な高等教育の質保証のための統一的基準や共通のルールを
定めるものではなく、各国がそれぞれの社会・教育事情や教育制度に照らし、自国の責任にお
いて高等教育の質を確保することを前提としており、法的拘束力は持っておらず、各国間の信
頼と高等教育制度の多様性の尊重に基づく質保証に関する国際的な協力を促進していくことを
目的としていた。各国の合意は、国際平和や交流促進のような抽象的な概念か、消費者保護と
いう無政府状態に対する最低限の歯止めをこえたものにはならず、自発的な国際秩序づくりへ
の関与を各国に求めている（米澤 2008:225）。
また、このガイドラインより以前に、ユネスコでは、「アジア・太平洋地域における高等教
育の学業・卒業証書及び学位の認定に関する地域条約」を 1985 年に発効、現在 21 カ国（2008
年 9 月時点）が加盟している。これは、域内の学生・研究者の流動性を高める観点から、単位
や学位の認定、高等教育への入学・進学条件の互換性に関する原則を定めたものであり、締約
国においては権限ある当局が認定しうるとみなす限り、他の加盟国における単位や学位を認定
するための全ての可能な措置をとるものとしている。ただし、現在ユネスコ・バンコク事務局
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においてユネスコ /OECDガイドラインの遵守に関する条項の追加やより多くの国が批准でき
るように一部条文については規範性を弱めることを検討している（文科省 2008:85）４）。
【質保証・評価機関によるネットワークのレベル】
国際的には、ほぼ全世界の高等教育の質保証・評価機関を網羅する国際的な質保証ネットワー
ク（INQAAHE）が 1991 年に設立されている。ここでは 2005 年に緩やかな国際的枠組みとし
て「優良な活動（グッド・プラクティス）の指針」が合意されている。指針には、①任務の明示、
②質保証における高等教育機関の責任の優越、③自己評価にもとづき、外部評価による意思決
定、④外部委員会の活用、⑤公への政務、⑥評価の明文化、⑦資源、⑧異議申し立てなどに関
する望ましいあり方が記載されている。同時に、各国の評価機関のおかれた文脈や多様性に配
慮して、一元的な見方を押しつけるものではないという但し書きをつけている（米澤
2008:220）。
【個別の自主的なネットワークやコンソーシアムのレベル】
大学や高等教育機関で授与される学位や資格は、当該機関の意思決定による場合が多い。そ
のなかで現在は多様な国境を越えた教育プログラムが開発されており、それが 1対 1のみなら
ず複数の大学が集団となってネットワークやコンソーシアムを形成し、相互交流・協力を進め
ている。国際的な大学ネットワークそのものがプログラムと学位の質を保証する。しかし、国
やより広範な国際アクレディテーション団体から完全に独立しているわけではない（米澤
2008:216-217）。
以上の状況から、高等教育のグローバリゼーションという圧力に対しては、高等教育機関や
質保証・評価機関は国家との関係を強化することで対抗している。つまり、教育機関や質保証・
評価機関に対する政府の影響力が強まっているとみることができよう（米澤 2008:225-226）。
しかし、国際レジームの観点から高等教育の質保証をめぐる動きをみた場合、次のことが指摘
しうる。高等教育のWTO/GATSレジームによって派生する「無政府状態」と「市場の失敗」
という課題に対して、国家が中心となりつつ国際機関、質保証機関ネットワーク、大学・高等
教育機関の自主的ネットワークという様々なレベルにおいて消費者保護という最低限の規範の
存在と、ルールにまでは至らない「ガイドライン」のセットが蓄積されつつある。すなわち、「質
保証・評価」に関して、図 1の国家を中心とした国家間、共同機関間、大学間の混種によるレ
ジーム形成の萌芽的な形態が認められよう。
そこで、次節では国際的な高等教育における「高等教育のWTO/GATSレジーム」や「質保証・
評価」への動きが、東アジア地域ではどのように作用しているか、また、そこにレジーム形成
が認められるかを検討する。
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5．東アジア地域における高等教育の市場化と国際化
高等教育のグローバリゼーションの中心のひとつが東アジア地域である。東アジア各国・地
域は連続的な経済発展を遂げており、産業の高度化や資本・サービスの自由化と「情報化社会」・
「知識基盤社会」へと移行するなかで、高等教育人口が急速に拡大している（黒田 2010:345）。
各国政府は、高等教育機関の整備や規制緩和を進めて高等教育の「大衆化」をはかっている（藤
山 2008:136）。
この高等教育需要の受け皿
となってきたのが、東アジア
地域においては 1980 年代後
半から増加した私立大学であ
り、日本、韓国、フィリピン
をはじめとしてインドネシ
ア、タイ、マレーシア、中国、
ヴェトナムなどでも相次いで
設立されるようになった。私
立大学は市場に対する適応力
や競争力が高く、東アジアの
高等教育の市場化を推進して
いる（黒田 2010:349）。また、
90年代以降の新自由主義の拡
大を反映して国立大学の法人化や自主裁量権の拡大が日本、マレーシア、タイ、中国、シンガ
ポールなどで採用され、市場化志向、競争志向に拍車がかかっている（黒田 2010:350-351）。
また、留学生数も飛躍的に高まっている。2007 年時点で世界全体では約 280 万人が留学生で
あり、欧米についで、約 50 万人が東アジア・太平洋諸国に留学した（黒田 2010:345-346）。さ
らに、オーストラリアの大学が共同出資する非営利組織 IDPによれば、世界全体の留学生総
数が 2025 年には 769 万人に増加するとし、うちアジア出身者の割合が 70％、数では約 530 万
人になると予測している（藤山 2008:136）。東アジア地域の経済成長と域内の一体化とあいまっ
て、域内の留学生交流も拡大している（図 2）。経済成長にともない、今後の増加がみこまれる
私費留学生は消費者として国家の枠組みや政策に関係なく自らの利害関心に沿って教育サービ
スを選択することになる一方、留学生の顧客化が進み、各国は輸出産業として受け入れること
が強く意識されるようになる（黒田 2007:107）。　　　　　
このような東アジア地域の高等教育需要の増大を受けて、米国、英国、オーストラリアなど
高等教育サービスの輸出国は、WTO/GATSの交渉の進展を待たずして留学生の受け入れ拡大、
図 2　東アジアサミット（EAS）参加国間の留学生交流の現状
出所：文部科学省高等教育局 2010 より引用
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デュアル・ディグリー等の教育プログラムの開発、e-learningの導入、分校の設置など、戦略
的に教育サービスを「輸出」している（藤山 2008:136-137）。また、先進国のみならず、東ア
ジア諸国（マレーシア、中国、タイ、シンガポール）なども高等教育市場において「輸入国」
から「輸出国」に転じるべく展開している。
東アジア諸国の動きは、高等教育の国際化として理解できよう。ここで「高等教育の国際化」
を、黄による定義である「基本的には国家間での大学機関等相互における各種教育・研究等の
交流活動を示すというプロセス」（黄 2006a、黄 2006b:9）に依拠し、国家間の枠組みを前提と
しておきたい。東アジア各国政府は、上述のように、国立大学法人化といった国内の高等教育
システムの改革と私立セクターへの支援、留学生・研究者の積極的な受け入れ、研究大学の強
化策、国際教育プログラムの開発などを競争力を強化し市場化・自由化に積極的に対応してい
る（黒田 2010:348-355）。
同時に東アジア各国政府および高等教育機関には、市場の力を統制していく動きもある。そ
の動きは大きく 3つに区分することができる。第 1は学生・教職員・大学間の交流促進と管理
をおこなうことである。大学間交流協定や国際的な共同学位プログラムといった地域内の高等
教育協力であり、その制度化に向けた動きといえよう（JICA研究所 2010:1）。第 2は、各国の
教育の質保証の整備と情報交換、である。90 年代に入ると国際的な質保証・評価の流れのなか
で東アジア地域の政府は質保証・評価のシステムおよび機関を整備するようになった（黒田
2010:351-352、Lenn2004:17）。第 3は、第 1および第 2に関する国境を越えた調整・協力枠組
みを構築し、調和化（harmonization）をはかる動きである。東アジア地域は多様な経済・社
会レベルと異なる教育文化や制度を有する国家・地域から構成されているものの、教育ニーズ
の高まり、教育予算の制約、教育の質保証など共通の課題に直面するようになった
（Nguyen2009:73）。そのため高等教育協力に向けた様々な動きが生じており、枠組みの形成が
みられるようになった。これらの 3つの動きが高等教育分野のレジーム形成に展開するかが課
題となる。
6．交流促進と質保証・評価をめぐる高等教育協力の枠組み
6-1 東アジア地域における高等教育協力の端緒～ASEAN
東アジア地域における高等教育協力の動きは、東南アジアを端緒としている。1956 年に東南
アジア 8 大学の学長がバンコクに集まり、非政府組織としての「東南アジア高等教育協会
（ASAIHL）」を結成する。目的は加盟大学間の学生や教員の採用・斡旋や交換、共同プロジェ
クトの調整であり、一種の情報センターの役割を果たしている（Prado2009:8-9）。次に、教育・
科学・文化を通じて、東南アジア諸国間の協力を促進することを目的として、1965 年にバンコ
クに教育大臣が集まり「東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）」を結成した。加盟国は
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ASEAN10 カ国に東チモールを加えた 11 カ国と準加盟国 7カ国である。ASEANの第 1回教育
大臣会合は 1977 年に開催されたもののその後目立った実質的な進展はみられなかった。
その状況に変化が現れたのは、90 年代である。この時期に ASEAN各国は自国の経済・社
会発展を「ASEAN Way」の結果として自信を深めていた。1992 年の ASEAN首脳会議では域
内の「ASEAN意識（awareness）」を向上するための ASEAN研究の推進や ASEAN大学設
立を教育協力として確認している（Prado2009:9）。そして、その流れを反映し、1995 年には
既存の域内ネットワークを強化し、連携による各種プロジェクトを推進することを目的とした
ASEAN大学ネットワーク（AUN:ASEAN University Network）が各国トップクラスの 13 大
学（現在は 21 大学が加盟）により結成された。AUNは大学間のネットワークであるが、
ASEAN諸国のアイデンティティや域内の人材開発を目的としており国家の関与度が高い（文
部科学省 2010a:14）。現在、ASEAN域内共通の単位互換制度として ACTS（ASEAN Credit 
Transfer System）が検討されているが、これは各国・各大学の単位制度を尊重し、その修正
を求めるものではない。質保証についても各国・大学の制度を尊重するという前提のもとで、
2000 年に質保証（AUN-QA）に関するバンコク協定が加盟大学間で締結された。各大学は質
保証担当者を選出し、継続的に質保証の活動および発展に関する活動がおこなわれている
（Ratananukul2009:11）。
2003 年に ASEANでは 2015 年までに 3つの共同体を目指す「第 2ASEAN協和宣言（バリ・
コンコード）」が各国首脳によって署名され、教育（交流）が果たす役割は「社会文化共同体」
の中に位置づけられた。ASEAN首脳は 2005 年に、将来の ASEAN大学設立に向けて AUN
を強化し、教職員・学生の交換を促進することに合意した他、SEAMEO会合と並行する形で
ASEAN教育大臣会合を開催することとなった。ASEAN域内の学位や質に関する相互理解の
促進を目指すものである。さらに、ASEANと SEAMEOを束ねる形で域外の教育関係機関と
の協力関係の調整をはかることとなった（Prado2009:12）。2006 年に開催された第 1 回
ASEAN教育大臣会合（ASED）では、ASEANアイデンティティと社会文化共同体の構築を
促進することが確認されている５）。
6-2 高等教育協力の地域的拡大～ASEAN+3、EAS
ASEAN域内の動向とあいまって新たな枠組みが現れた。それが ASEAN+3 と EASである。
その契機は 1997 年のアジア経済危機である。東アジア各国は、ASEANの脆弱性と東アジア
地域内の協調と国際競争力強化の必要性を認識した。東アジア地域では ASEANと日中韓 3カ
国との首脳会議が開催されるようになり、機能的な協力関係の構築が進展するようになった。
韓国が提案し、ASEAN+3 のビジョンに関して各国政府が指名した民間有識者による「東ア
ジア・ビジョン・グループ（EAVG）」が 2001 年の ASEAN +3 首脳会議で提出した報告書の
中で、「東アジア共同体」構想がとりあげられた。その報告書では、教育協力の分野では、東
130 藤山　一郎：東アジア地域における高等教育協力の展開と国際レジーム形成
アジアのアイデンティティを形成するための教育協力の必要性、とくに東アジア研究ネット
ワークの創設を主張している。また、EAVGを受けて政府間による具体的な政策について検討
した実務者からなる「東アジア・スタディ・グループ（EASG）」は、AUNを東アジアに拡大し、
教育研究交流をすすめることを提案した（Prado2009:11、文部科学省 2010b）。この提案を受
けて、2005 年には東京大学に拠点をおいた「東アジア研究ネットワーク（NEAS）」が設立され、
AUN加盟大学もこれに参加している。
2007 年になると ASEAN +3 による教育協力の具体化に向けた動きが明確に示されるように
なった。シンガポールにおける首脳会議でタイが提案した「教育に関する ASEAN +3 行動計
画 2010―2017」である。2017 年までにメンバー国間による包括的教育プログラムの促進を目
的とした戦略の策定や東アジアのアイデンティティを強化する取り組みを目標とした原案を示
したものである。この中で高等教育分野に関しては、AUNを通じた大学間連携の強化、
ASEAN +3 内の大学間の単位互換などの高等教育協力の促進、研究者交流、共同研究、
ASEAN +3 の教育財団の設立、ASEAN研究と東アジア研究の ASEAN +3 共同プログラムを
促進するなど個別具体的な行動計画が明示されている。タイは 2009 年 10 月にも教育分野の協
力でイニシアティブを取りたいとの提案があり、各国によって合意された（文部科学省
2010b）。
また、ASEAN+3 協力とならんで、ASEAN+6、すなわちオーストラリア、ニュージーラン
ド、インドを含めた「東アジ
ア首脳会議（EAS）」が 2004
年の ASEAN+3 首脳会議で提
案され、翌 2005 年に第 1 回
EAS首脳会議が開催された。
9 つの骨子からなる「クアラ
ルンプール宣言」では、「われ
われ」意識の形成を目指した
人と人との交流強化、様々な
レベルにおける相互交流の促
進など、教育交流に関係する
骨子が 3 点あげられた（黒田
2010:359）。2007 年 の 第 2 回
EAS首脳会議でも、協力の優
先 5分野の中に教育が含まれ
ている。また、2009 年の第 4
回首脳会議では、日本による
表 1　東アジア地域における主要な高等教育協力の枠組み・取り組み
1956年 東南アジア高等教育協会 (ASAIHL)設立
1965年 東南アジア教育大臣機構 (SEAMEO)設立
1975年 ASEANCommittee on Education
1977年 ASEAN教育大臣会合開催
1991年 アジア太平洋大学交流機構 (UMAP)設立
1992年 APEC第 1回教育大臣会合・教育フォーラム創設
1995年 ASEAN大学ネットワーク (AUN)創設
1995年 アジア太平洋大学連合 (AUAP)
1996年 東アジア研究型大学協会 (AEARU)
1997年 環太平洋大学協会 (APRU)
2000年 ASEAN-EU University Network Program
2001年 ASEAN+3 東アジア・ビジョン・グループ (EAVG)報告書提出
2002年 ASEAN+3 東アジア・スタディ・グループ (EASG)報告書提出
2003年 ASEAN第 2協和宣言（社会文化共同体）
2003年 日中韓「日中韓三国間協力の促進に関する共同宣言」
2004年 アジア・太平洋地域高等教育質保証ネットワーク (APQN)設立
2005年 第 1回東アジア首脳会議 (EAS)開催
2006年 第 1回 ASEAN教育大臣会合 (ASED)
2007年 教育に関する ASEAN＋ 3行動計画提案（タイ政府）
2010年 日中韓首脳会談「キャンパス・アジア構想」
（出典 :Prado2009 等を基に筆者作成）
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東アジア地域における質の保証を伴った大学間協力の促進にかかる国際会議の開催提案や中
国、オーストラリアによる教育分野の提案がみられた。実際にオーストラリア提案によって
2010 年 5 月には教育協力に関するワークショップがインドネシアで開催され、2回目も 2010
年 9 月にタイで開催予定であり定例化に向けた動きを示している（文部科学省大臣官房国際課
2010）。このように高等教育協力枠組みは ASEANを軸に東アジア地域に拡大している。
6-3 北東アジアにおける政府間の教育協力
近年、北東アジア地域においても新たな人的交流・教育分野に関する協力枠組みが形成され
つつある。従来から ASEAN +1 の協力、すなわち、ASEAN + 日本、ASEAN + 中国、
ASEAN + 韓国における協力はあるものの日中韓三国間の協力関係は弱かった。しかし、日中
韓三国による首脳協議が 1999 年の ASEAN +3 首脳会議時の朝食会議という形式から始まって
以降定例化した。そして、2003 年にはバリにおいて、「日中韓三国間協力の促進に関する共同
宣言」が採択され、教育分野では高等教育での留学交流の拡大、互いの成績評価、学位及び単
位の相互認定を促進することなどが確認された。翌年には、「日中韓三国間協力に関する行動
戦略」がまとめられ、毎年の首脳会議時には「進捗報告書」を提出することになっており
（Prado2009:13）、一定の規範・ルールの形成が認められる。2008 年には ASEAN +3 の枠組み
とは別の日中韓首脳会議が開催されるようになり、第 2回（2009 年）時には大学間交流の促進、
質の保証を伴った相互交流をはかるための有識者会議、質保証を考える国際会議開催などが提
案された。第 3回（2010 年）には、大学間交流の促進を「キャンパス・アジア構想」という名
称にすることで一致し、段階的に ASEANやインドに拡大し、東アジア共同体形成に貢献する
ということになった（外務省WEBより）。
6-4 東アジア地域における大学間アライアンス・ネットワークの形成
学生・教職員の交流を促進する上で必要な施策の一つは、単位互換の仕組みや学位取得であ
り、その先駆的な取り組みとして東アジア地域では 1991 年に任意団体「アジア太平洋大学交
流機構（UMAP）」がオーストラリアの主導によって発足した。アジア・太平洋地域の政府・
非政府から構成され、2009 年時点では 34 カ国・地域が加盟している。UMAPは政府間合意に
基づく団体ではなく、大学の自主的・主体的な取り組みであり、政府がそれをサポートしてい
る。UMAPはとくに1年未満の短期型留学交流の促進に力を入れ、UMAP単位互換方式（UCTS: 
UMAP Credit Transfer Scheme）として標準的な単位換算、評価基準などを開発した（二宮
2008:65-66）。しかし、UCTSの採用は現状では低く、その理由として、認知度が低い、UCTS
の利用が難しい、各大学による既存の単位互換制度の存在、などが挙げられている
（Nguyen2009:74-76、文部科学省 2010a:15-16）。
東アジア地域内では、依然として経済格差や教育制度・レベルの違いが大きく、UMAPの
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ような域内全体の単位互換や質
保証の制度化は困難である
（JICA研究所2010:4）。現状では、
90 年代以降、大学間のアライア
ンスやネットワーク化によっ
て、協力枠組みに参加する大学
を選定し、メンバー大学間の調
和化をはかっている。東南アジ
アでは ASAIHLや AUNがその
中心であり、東アジア地域やア
ジア・太平洋地域としては、東ア
ジア研究型大学協会（AEARU:
1996 年創設）、環太平洋大学協
会（APRU:1997 年創設）、環太
平洋大学連合（AUAP:1995 年創
設）、AUN工学系高等教育ネッ
トワーク（AUN/SEED-NET:
2001 年創設）などが相次いで創設されている（表 2）。いずれも教員・学生交換や単位互換、
共通のカリキュラム開発などを目的としており、大学間レベルにおいても重層的かつ地域的な
協力枠組みが形成されている（JICA研究所 2010:4）。これらの大学間アライアンスには、設立
理念として AEARUが「共通の学術・文化的背景を持つメンバー大学は、東アジアの文化、経
済、社会的発展に貢献する」、APRUが「アジア太平洋地域の経済、科学、文化の発展に貢献
する」などを掲げており、そこに地域的なまとまりや共通の価値観形成を展望するといった「信
条体系」に踏み込んでいる（藤山 2008:141）。
6-5 東アジア地域における質保証・評価機関のネットワーク
4 でみた国際的な質保証・評価ネットワーク（INQAAHE）が巨大組織となり、各地域にお
けるネットワークが構築されている６）。東アジア地域では、NPO組織としてAPQN（Asia-Pacific 
Quality Network）が 2003 年に香港で結成され、INQAAHEの地域ネットワークとして登録
されている（杉村・黒田 2009:76）７）。2009 年時点で、53 の対象国・地域で 59 の参加機関によっ
て構成されている（準会員・機関会員含む）（杉村・黒田 2009:77）。APQNは質保証機関を拡
充し、協力体制をつくることによって地域の質保証を強化することを目的としている。そのた
めに、地域内の質保証に関する優れた取り組みを広めること、ノウハウの提供、質保証機関同
士の連携を促し、互いの決定や判断を認め合う関係の構築、APQNの会員機関が国境を越えて
表 2　東アジア地域における主要な高等教育のネットワーク
出所：JICA研究所 2010：3 より引用
メンバーの単位 政府や団体（参加の有無）
大学
（参加数）
SEAMEO
RIHED
APQN AUN UMAP AUAP ASAIHL APRU AEARU
ASEAN
ミャンマー ○ × 2 0 0 1 0 0
カンボジア ○ ○ 1 4 1 1 0 0
ラオス ○ × 1 0 0 0 0 0
ベトナム ○ ○ 2 2 6 1 0 0
インドネシア ○ ○ 3 0 20 32 1 0
フィリピン ○ ○ 3 20 54 30 1 0
タイ ○ ○ 3 53 20 35 1 0
マレーシア ○ ○ 3 20 4 15 1 0
ブルネイ ○ × 1 1 0 1 0 0
シンガポール ○ × 2 0 0 2 1 0
中国 × ○ 0 0 28 0 6 5
韓国 × × 0 8 14 0 2 3
日本 × ○ 0 41 4 4 6 6
オーストラリア × ○ 0 38 14 21 3 0
ニュージーランド × ○ 0 4 0 5 1 0
アメリカ × × 0 23 1 6 11 0
注）SEAMEO RIHED：東南アジア教育大学機構　高等教育開発地域センター
　　APQN：アジア・太平洋地域高等教育質保証ネットワーク
　　AUN：ASEAN大学ネットワーク、UMAP：アジア・太平洋大学交流機構、
　　AUAP：アジア太平洋大学連合
　　ASAIHL：東南アジア高等教育協会、APRU：環太平洋大学協会、
　　AEARU：東アジア研究型大学協会
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運営している教育機関に対する基準策定を支援、情報発信を通じて地域全体の高等教育資格に
対する国際的な認識を高めることを目標とする（Pijano2008:12）。2008 年の年次総会では
APQNの憲章（Constitution）が合意された（杉村・黒田 2009:79）。ただし、現時点において
は、交流や情報交換にとどまり、実質的なアクレディテーションの相互認証には踏み込めてい
ない。つまり、対外的な質保証については最終的には国家が関与しなければならないため、評
価機関のみの意思では進められないのが現状である（米澤 2008:221-222）。
7．東アジア地域における高等教育協力レジームの可能性
7-1 高等教育レジームの形成要因
これまでみたように東アジア地域における高等教育協力は、ASEAN域内における協力が端
緒であった。各国による教育の独自性を尊重するという前提で、当初は ASEAN諸国内の相互
理解や相互協力を軸として展開し、80 年代後半の急速な経済成長のなかで次第に ASEANの
一体化に資する「ASEAN意識」の向上をはかる役割を負ってきた。その試みであった AUN
が創設された頃（1995 年）の ASEANは 1992 年に首脳会議の定例開催、ASEAN自由貿易協
定（AFTA）を決定するなど、政治的にも経済的にも結束を固める時期であった。
また、1997 年のアジア経済危機によって、東アジア地域の経済的相互依存が深化していた点、
地域協力の必要性と対外的な国際競争力の強化という点を各国が認識した。そのような政治的
経済的な変化のなかでASEAN+3やEASという機能主義的な地域協力の枠組みが形成された。
その一方で、日中韓やオーストラリア、インドなど東アジア地域の大国が枠組みに加わること
によって、「埋没」することを警戒した ASEANは経済共同体・安全保障共同体・社会文化共
同体からなる「ASEAN共同体」の実現を宣言するなど重層的な地域協力の枠組みが形成され
たのである。この状況の中で、高等教育は東アジア域内の相互理解・交流の促進、ASEANや
東アジア研究を通じた共通のアイデンティティ・価値規範の模索、そしてその先の「東アジア
共同体」への展望という信条体系の形成という役割が与えられることになった。
他方、高等教育分野における利益の構造も変化した。90 年代後半にはいると、高等教育分野
でも新自由主義経済が浸透し、私費留学生の増大、国境を越える教育サービスが急速に展開す
る。これを受けて米国の提案を契機に「WTO/GATSレジーム」に高等教育分野が組み込まれ、
東アジア地域においても浸透するようになった。各国政府は自由化・市場化による経済的利益
（留学生・教育サービス）の獲得をはかる一方、教育に関する主権の維持と「市場の失敗」を
回避するために、高等教育の国際化として「教育交流」と「教育の質保証・評価」を柱とした
高等教育協力を模索し、ASEAN、ASEAN +3、EAS、そして近年の日中韓三国間協力におけ
る「キャンパス・アジア構想」など高等教育協力は地域協力枠組みにおける一分野として「調
和化」をはかるようになった。
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このような国家間の協力枠組みが形成されるなかで、もうひとつのアクターである大学は大
学間協定や大学間アライアンスを形成し、教員・学生の受け入れや派遣、共同学位プログラム
といった教育プログラムの開発などを実施している。近年では、「交流促進」だけでなく、ア
ライアンスやネットワーク校における「質保証・評価」の調整も試みられている。ただし、こ
れらの最終的な認証は依然として国家側にあり、大学は国家との関係を強化・補完することで
「WTO/GATSレジーム」の影響力に対抗している（米澤 2005:230）。
7-2 高等教育レジームの現段階と構図
それでは、国際的な「WTO/GATSレジーム」の浸透と質保証・評価分野のレジーム形成へ
の動きが、東アジア地域にどのように作用しているのか。5でみたように相互依存関係が深ま
るなかで、国際レジームの形成・維持・変容に影響を与える「利益の構造」と「信条体系」の
形成が東アジア地域において認められた。「利益の構造」では、教育にかかわる権限の維持、
教育サービスにかかわる利益の調整、対外的な国際競争力の向上が形成された。「信条体系」
としては国際理解・交流、「東アジア共同体」という価値・アイデンティティ形成がある。そ
れらの相互作用のなかで東アジア各国政府・高等教育機関は「WTO/GATSレジーム」と、そ
の対抗軸としての「交流促進」および「質保証・評価」にかかわる高等教育協力の枠組みを形
成しつつある。現状における東アジア地域の高等教育協力の構図を図 1に当てはめると図 3の
ように整理することができよう。
しかしながら、高等教育協力の枠組みにおける単位互換や質保証・評価の取り組みは、その
多くが調整へのコミットメントを各国が表明しているにすぎないか、あるいは一部試行段階の
域をでていない。したがって、クラズナーの定義による「規範やルール、意思決定の手続き」
が東アジア各国ではいまだ明確には形成されていないのが現状であり、「WTO/GATSレジーム」
以外の高等教育レジームの形成にはまだ時間を要する。
図 3　東アジア地域の高等教育協力枠組みおよび相互作用
（山本 2008：349 より筆者作成）
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おわりに
以上、東アジア地域における高等教育協力の現状と構図を「国際レジーム」の観点から検討
した。その結果、グローバリゼーションの進展から形成されてきた「WTO/GATSレジーム」
の東アジア地域への浸透が認められた。他方で、東アジア経済の一体化が進むなかで、「教員・
学生の交流促進」と「質保証・評価」を軸とした高等教育協力の地域的枠組みが重層的に形成
されていることを確認した。しかしながら、東アジア各国による利益調整や信条体系の相互作
用によってレジーム形成への可能性を有するものの、これらの協力枠組みには明確な規範や
ルールの形成にまでは至っていない。
ただし、近年になって東アジア地域における政治的・経済的大国である日中韓の三国間の教
育協力（キャンパス・アジア構想）が進展を始めたことは、高等教育レジームの形成要因の主
流であった「利益」・「規範（信条体系）」の相互作用に加えて、新たに政治力、経済力という「力」
の相互作用が加わることを意味する。東アジアの地域協力や地域統合においては日中間が牽制
しあう中で ASEANを軸として進められてきた（大庭 2008:457）。高等教育協力もその枠組み
のなかで形成されてきた。しかし、2009 年 10 月の第 2回日中韓サミットでは単位互換、成績
評価の基準、交流プログラムのあり方に関して三国間で有識者によって検討を進め、後に段階
的に ASEANやインド等に拡大していくことで合意している（外務省 2009）。仮に三国間協力
が円滑に進展していくことになれば、先に三国間によって教育交流や質保証・評価の規範やルー
ルを形成し、周辺諸国を組み込んでいくという形態になる可能性がある。つまり、力・利益・
信条体系（規範）の 3要因による相互作用と高等教育レジーム形成の主導権をめぐる日中韓お
よび ASEAN間の駆け引きという構図が浮かび上がることになろう。
国際レジーム論によって、東アジアにおける高等教育分野の協調が生じる理由や地域統合プ
ロセスへの包摂が展望できよう。しかし、本稿の範囲は教育分野におけるアクター間の協力行
動を国際レジーム論から説明し、現状の構図を明らかにすることである。そのためレジームに
よる各国の国内の教育政策・制度の変化、アクター間の力・利益・信条体系の詳細な相互作用
やその変化などについては今後の課題としたい。
　（本稿は、2009 年度科学研究費補助金若手研究（B）「東アジアの多元外交における国際教育交流と公共
空間形成に関する研究（課題番号 21730144）」における研究成果の一部である。）
注
１）GATSのルールは基本的に、前文、本文、8つの「附属書」、各国の「約束表」および「免除表」から
構成され、手続き（交渉）についてはリクエスト＆オファー方式（個別分野・措置ごとの自由化の要請）
に対し自由化案を提出）が採用されている（外務省 2010）。
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２）4つのモードは教育サービスの場合以下のようになる。「国境を越える取引（第 1モード）」では、遠
隔教育や e-learningなど消費者は自国において外国の教育機関からのサービスを享受・購入、「海外
における消費（第 2モード）」は、海外留学が代表され、学生が海外の大学に留学し、その国で提供さ
れる高等教育サービスを享受する、「業務上の拠点を通じて行われるサービスの提供（第 3モード）」は、
海外大学の現地分校、サテライト・キャンパスなどで、学生などが自国において海外の大学からの高
等教育サービスの提供を受ける、「自然人の移動によるサービスの提供（第 4モード）」では、教員や
研究者の海外での就業・就労が該当する（杉山 2009:40-41）。
３）実際に教育プログラムを提供することなしに学位を授与すること、およびその機関を指す（米澤
2005:221）。 
４）OECDではガイドライン策定以降も、質保証について OECD諸国の教育大臣および専門家レベルで
の協議が継続されており、現在高等教育におけるラーニング・アウトカムズ評価（Assessment of 
Higher Education Learning Outcomes: AHELO）の予備調査の実施が行われ、大学生の知識や技能
の修得をはかることによって高等教育の成果を評価する試みがおこなわれている（杉山 2009:42-43）。
５）SEAMEOは専門機関となる高等教育開発地域センター（RIHED）を有し、高等教育分野のネットワー
キングや基準設定を実施しており、特に教育の質保証に関する地域的なガイドラインや枠組みを開発
する事業をおこなっている。2007 年には第 1回 ASEAN質に関する円卓会議をマレーシア認証機関と
共同開催し、質保証に関する協調や情報の共有化を促す「クアラルンプール宣言」を採択した。
ASEAN質保証ネットワークの創設が合意されている（文部科学省大臣官房国際課 2010）。
６）その実質的な進展をみせているのはボローニャ・プロセスを進める欧州地域の高等教育評価機関
（ENQA）であるが、一元的な質保証やアクレディテーションのシステムをつくることは目指してい
ないという。
７）2004 年にオーストラリア・ビクトリア州政府の合法団体として登録されている。
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